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２．コスト （単位：千円）

予算

決算

人

子育て支援課

事業期間 開始年度 昭和37年度 終了予定年度

事業番号 63 平成２４年度事業評価シート　（平成23年度事業の評価）

事業名 児童扶養手当給付事業 担当課

総合計画

めざすまちの姿 ふれあいあふれる、はつらつとしたまち

目標 母と子を大切にする（児童福祉）

成果指標
中間目標
 （H27)

担当係 子育て支援係

最終目標
（H32)

母子福祉費

細事業 母子家庭等自立支援事業費
予算区分

一般会計 民生費 児童福祉費

位置づけ
関連計画

根拠法令 児童扶養手当法

特定の市民 特定の団体

実施主体 その他

実施方法 市が直接実施・運営 一部又は全部委託 指定管理 その他（

内容（概要）
児童の福祉の増進を図るため、父または母と生計を同じくしていない児童が養育されている家庭の生活の安定と自立
の促進に寄与するために、当該児童を養育する者に支給する。

これまでの改善・
見直しの状況

その他

事業の目的
（何のため）

母子及び父子家庭の生活安定と自立支援。

対象（誰のため） 全市民

112,559 134,197

平成22年度 平成23年度 平成24年度

県支出金

平成２３年度事業費

事業費
131,085 140,686 139,978 （内訳）

地方債

扶助費　134,197

国庫支出金 37,430 44,736

一般財源 75,129 89,461 93,319

　人工 0.6

財
源
内
訳

46,659

その他

職員人件費 3,940 4,694 4,218



３．事業の評価

事業の実施状況

単位

目標

実績

目標

実績

目標

実績

100%3 3活
動
指
標

内容 平成22年度 平成23年度 平成24年度 達成率

3 3 3
広報等による周知活動 回

判定 Ａ　継続 現行の内容で実施 事業主体

どう対処したか

実
績
・
改
善

平成23度
活動内容

○ひとり親家庭の父や母などに対し、前年分の所得に応じて手当を支給した。
支給期　４・８・12月
所得制限あり

対象者数　346人（全部支給120人・一部支給184人・支給停止42人）

課題・問題点
となった事項

児童扶養手当法に定められており廃止はできない。

改善点
効果額

H24-H23
（千円）

判定理由 対象者の経済的安定と自立支援のためには必要である。

今後の方向性
ひとり親家庭の生活の安定と児童の健全育成を図るため、一定の所得制限内の者に対し、所得に応じた手当
てを支給していく。

自
己
評
価

事業目的の
達成状況

概ね目的を達成している。

※必要性
事業を廃止・休
止したときの影響

市


